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統一的な基準による地方公会計の整備促進について 

 

地方公会計については、これまで、各地方公共団体において財務

書類の作成・公表等に取り組まれてきたところですが、人口減少・

少子高齢化が進展している中、財政のマネジメント強化のため、地

方公会計を予算編成等に積極的に活用し、地方公共団体の限られた

財源を「賢く使う」取組を行うことは極めて重要であると考えてお

ります。 

今後の地方公会計の整備促進については、「今後の地方公会計の整

備促進について」（平成 26 年５月 23 日付総務大臣通知総財務第 102

号）のとおり、平成 26 年４月 30 日に固定資産台帳の整備と複式簿

記の導入を前提とした財務書類の作成に関する統一的な基準を示し

たところです。その後、「今後の新地方公会計の推進に関する実務研

究会」を設置して議論を進めてきましたが、平成 27 年１月 23 日に

「統一的な基準による地方公会計マニュアル」を取りまとめており

ます。 

当該マニュアルにおいては、統一的な基準による財務書類の作成

手順や資産の評価方法、固定資産台帳の整備手順、連結財務書類の

作成手順、事業別・施設別のセグメント分析をはじめとする財務書

類の活用方法等を示しております。 

つきましては、当該マニュアルも参考にして、統一的な基準によ

る財務書類等を原則として平成 27 年度から平成 29 年度までの３年

間で全ての地方公共団体において作成し、予算編成等に積極的に活

用されるよう特段のご配慮をお願いします。 

特に、公共施設等の老朽化対策にも活用可能である固定資産台帳

が未整備である地方公共団体においては、早期に同台帳を整備する

ことが望まれます。 

なお、統一的な基準による財務書類等を作成するためには、ノウ

ハウを修得した職員の育成やＩＣＴを活用したシステムの整備が不

可欠であり、平成 27年度には関係機関における研修の充実・強化や

殿 
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標準的なソフトウェアの無償提供も行う予定です。また、固定資産

台帳の整備等に要する一定の経費については、今年度から特別交付

税措置を講じることとしております。 

各都道府県知事におかれては、貴都道府県内の指定都市を除く市

町村長に対してこの通知について速やかにご連絡いただき、通知の

趣旨について適切に助言いただくようお願いします。 

なお、地域の元気創造プラットフォームにおける調査・照会シス

テムを通じて、各市町村に対して、この通知についての情報提供を

行っていることを申し添えます。 


